




まず連結損益計算書について、次ページのサマリーをご参照ください。 
 



2022年2月期第３四半期、9月から11月の3か月間の連結損益計算書についてご説明します。  
連結売上高は、前期比101.8%の541億円でした。 
 
昨年は新型コロナウイルスの影響が落ち着いていた時期で、かつ気温も好条件であったのに対し、今
年は気温が高く推移したことから前半は前年割れとなりましたが、 
10月後半からの気温の低下と外出需要の回復により、第３四半期トータルでは増収となりました。 
10月末から自社ＥＣのプロモーションを実施したことも、売上に寄与しました。 
主力ブランドであるグローバルワークは定番商品の販売が好調に推移し、また成長ブランドとして順
調に店舗数を増やしているラコレが全体をけん引しました。 
国内子会社では、ハイブランドのエレメントルール社はECと高価格帯ブランドの好調で増収、ＥＣ専
業のBUZZWIT社は主力ブランドが苦戦し、減収となりました。 
 
海外子会社では、香港・アメリカは増収増益となり、中国でも継続的に売上を伸ばすことができまし
た。台湾は、8月頃まで新型コロナウイルスの影響が続き第３四半期では減収となりましたが、9月以
降は復調しています。 
 
売上総利益率は、9月に夏物在庫を消化したことと、為替の影響により前年比では低下しましたが、
秋冬物はセールを抑制しプロパー販売ができており、適正な水準と考えております。 
 
販管費率は、50.0%と前期から0.8P増加しました。 
自社ECのプロモーションを実施したほか、店舗の営業時間が正常化したことから残業代など人件費の
変動費部分が増加しました。 
店舗家賃は契約条件の改善などの効果が表れ、家賃減免の縮小影響を差し引いても、若干の減少とな
りました。 
 
結果として、営業利益は38億円、営業利益率は7.1%でした。 
 
営業外収益として時短協力金1.6億円などを計上し、特別利益として貸倒引当金戻入益2.6億円、特別
損失として店舗の減損損失を1.4億円計上した結果、純利益は30億円となりました。 
 



アダストリア単体の損益計算書です。  
 
単体既存店売上高前期比は99.8%となりました。 
売上総利益、販管費、営業利益ついては、連結損益計算書と重なりますので、説明を割愛させていた
だきます。 
出退店については、のちほど連結でご説明します。 



＜WEB事業＞ 
 
国内EC売上高は9か月累計で421億円で、前期比108.1%と、成長を継続しました。 
 
自社ECサイト「ドットエスティ」が引き続き成長していますが、リアル店舗の回復を受け、国内売上
高に占めるEC比率は第３Qで28.5%と若干低下しています。  
「ドットエスティ」の会員数は1,320万人となりました。 



自社ECの成長が続いている要因として、当四半期に実施したプロモーションが寄与しました。 
3月に実施したTVCMに続き、10月27日から約1か月間、タレントの二宮さんを起用した新たなテレビ
CMを実施し、同時に店頭でもポイント還元キャンペーンを行いました。 
 
TVCMは、実施期間中の売上アップのためだけでなく、中期的な自社ECの成長を目指して、認知拡大
のために実施しております。 
その観点から、多面的に効果を検証中でありますが、手応えとしては大変良かったと考えておりま
す。 
特にアプリのダウンロード数が大幅に増加し、新規ユーザー獲得にも寄与しました。 
 
認知度獲得には、継続的な取り組みが必要と考えており、今後も引き続きプロモーションを実施して
いく予定です。 
 
 
 
 



また、もう一つの新たなチャレンジとして、オンラインとオフラインを融合した、OMO型店舗である
ドットエスティストアを関西エリアに初出店しました。 
トータルで3店舗目となります。 
 
今後の多店舗化、全国展開に向け、テスト的な施策も行いました。 
来店促進のため、スタッフボードで人気が高い当社スタッフが期間限定で店頭で接客を行い、自社で
インフルエンサーを育成している成果を確認しました。 
また、大阪エリアの独自商品などを発売し、ローカルマーケティングによる個店の差別化を進めてい
ます。 
オープンから、計画を上回る好調な立ち上がりとなっており、今後に向け手応えを感じております。 



次に、海外事業です。 
海外事業の第３四半期は、7月から9月となります。 
3か月間の円ベースの売上高は、前期比13.4%増となる31億円、営業利益は約1.１億円の赤字となりま
した。 
 
新型コロナウイルスの影響が落ち着いている香港と、経済が回復した米国では増収増益を継続しまし
た。 
投資フェーズである中国大陸では、ニコアンド2号店の出店とブランディング戦略により増収となり
ましたが、9月以降の新店オープン準備費用により、赤字が若干増加しました。 
台湾は、8月まで新型コロナウイルス感染症拡大の影響が続き、減収減益となりましたが、9月以降は
復調しています。 
 
韓国事業は2020年12月で店舗の撤退を完了しております。 



成長投資を続けている、中国事業の進捗です。 
中国大陸では、旗艦店でブランド認知を獲得し、周辺のショッピングセンターで収益を上げるドミナ
ント戦略を採っております。 
現在、収益型のショッピングモール店舗の出店を進めており、9月30日のタイグーリ店を皮切りに、
本日までに3店舗出店しました。 
上海旗艦店が高い評価を得ていることで、いずれも非常に良い出店ができており、足元の業績も好調
に推移しております。 
 
上海エリアでの出店が一段落したら、来期に向けて他の一級都市への展開を進めて参ります。 
 



次に、シンガポール発のファッションブランドへの資本参加についてです。 
10月28日にプレスリリースで開示した通り、LOVEBONITO社へ資本参加しました。 
同社は、シンガポールを拠点に、東南アジアや台湾、香港、アメリカなど10の国と地域で、各地域の
アジア人女性をターゲットに、オンラインと実店舗を融合したファッションブランドを展開していま
す。 
今後、LOVEBONITO社の日本への本格展開を支援するとともに、我々の東南アジア地域での事業展開
に向けたノウハウ獲得を目指していきます。 
 
なお今回の発表に先立って、当社は2020年にLOVEBONITO社へ、資本参加を前提とした株式転換ロー
ンの貸付を実施しております。 
今回はこのローンが予定通りに株式に転換されたものであり、新たな資金拠出は行っておりません。 
この転換に伴い、本第３四半期に貸倒引当金戻入益2.6億円を計上しております。 



続いて、連結貸借対照表です。 
 
2021年11月末のネットキャッシュは99億円、前年同期末比で93億円減少しましたが、主に納税猶予
の適用を受けていた法人税や消費税の納付によるものであり、必要な手元資金は確保しております。 
棚卸資産は前年同期比114%と若干増えていますが、平年並みの水準であり、適正な範囲と考えていま
す。 
負債につきましては、短期借入金を60億円計上しておりますが、期末までに返済する予定でおりま
す。 
純資産は524億円、純資産比率は51.8%と、引き続き健全な水準であると考えております。 
 



出退店の状況です。 
2021年11月末の店舗数は、国内1,392店舗、海外70店舗、連結合計1,462店舗となり、前期末比62店
舗増加しました。 
 
出店は、概ね計画通りに進捗しております。 
退店については、個別の状況を勘案しながら、慎重に判断しておりますが、期末には計画に近い数字
で着地する見込みです。 
 

期初計画出店69、退店46 
期初計画比出店-20、退店+31 



続いて、12月14日に発表致しました、株式会社ゼットンとの資本業務提携について、ご説明します。 
 
当社はかねてより、アパレルだけにとどまらず、ファッション性のある商品やサービスを生活のあら
ゆる場面で提供することを目指し、その一つの新規事業領域として飲食事業に取り組んできました。 
今回、ゼットン社と協業することで、相互のノウハウやネットワークを活用して、飲食事業の早期確
立を図ってまいります。 
 
ゼットン社は、アロハテーブルをはじめとする、ファッション性とブランド力のある店舗を運営して
おり、また公園開発などの事業にも強みを持っています。 
当社のブランドや店舗開発力を活用し、またゼットン社が未進出のアジア地域への展開を支援するこ
とで、相互の成長を実現したいと考えております。 
 
概要としましては、12月30日に第三者割当増資の引き受けを予定しており、その後公開買付によっ
て、ゼットン社の株式の最大51％を保有する予定です。 
本件の今期業績予想への影響は軽微であり、来期以降の事業計画につきましては、通期決算発表時を
めどに、中期経営計画の中でご説明する予定です。 
 



次に、12月7日にサステナビリティレポートを発行いたしましたので、お知らせします。 
ここに取り上げたエネルギー使用状況やサプライチェーンのデータの他、様々な取り組みやデータを
お示ししておりますので、是非一度ご覧ください。 



最後になりますが、2022年2月期通期業績予想は、期初予想から変更しておりません。 
 
 






